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別紙

建設工事に係る技術業務の契約等における一般競争入札の実施細則

第１ 対象業務

建設工事に係る技術業務委託の契約等の事務処理要領について（防整施

（事）第１４４号。２８．３．３１。以下「通達」という。）の別紙第２項

に規定する技術業務のうち、建設工事に係る技術業務の契約等におけるプ

ロポーザル方式の実施細則について（防整施第５２５１号。令和２年３月

３１日）の別紙第１に規定するプロポーザル方式を適用しないものを対象

とする。

第２ 一般競争入札方式の種類

１ 総合評価落札方式

入札者の提示する専門的知識、技術及び創意等（以下「技術等」という。）

によって、調達価格の差異に比して、事業の成果に相当程度の差異が生ずる

と認める業務に適用し、価格と価格以外の要素を総合的に評価し、最も優位

な者を落札者とする方式。

２ 価格競争方式

１に該当しない業務に適用し、価格が最も優位な者を落札者とする方式。

第３ 共通事項

１ 入札の公告

⑴ 契約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第

１０８号。以下「訓令」という。）第２条に規定する契約担当官等をいう。

以下同じ。）は、一般競争に付そうとする場合においては、官報への掲載、

庁舎内での掲示及びホームページへの掲載により、次号に掲げる事項を公

告するものとする。また、取消し又は変更が生じた場合も同様とする。た

だし、安全保障に係る建設工事等の一般競争入札等の実施について（防整

施第９６７１号。３０．６．１５）に定める安全保障上重大な利益の保護

のために必要と認める措置に該当する技術業務（以下「安全保障業務」と

いう。）、公共事業の入札・契約手続の改善に関する行動計画について（防

経工第２９６号。６．１．２１）の規定により新たなガット政府調達協定

における我が国のオファーで除外されている定型的な単純業務が単独で発

注されている場合に該当する業務（以下「除外業務」という。）又は１件に

つき予定価格が国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭

和５５年政令第３００号。以下「特例政令」という。）第３条第１項に規定

する財務大臣の定める額（以下「基準額」という。）に満たない技術業務（以



下「基準額未満業務」という。）にあっては、官報への掲載を行わないこと

とする。

⑵ 前号の公告は、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 品目分類番号。ただし、安全保障業務、除外業務又は基準額未満業務

にあっては記載しない。

イ 契約担当官等の氏名及び防衛省発注機関（契約担当官等が属する防衛

省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕

僚監部、陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防衛

監察本部、地方防衛局並びに統合幕僚長及び陸上幕僚長、海上幕僚長又

は航空幕僚長の監督を受ける陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の

部隊及び機関並びに防衛装備庁をいう。以下同じ。）の名称

ウ 業務の名称、業務内容及び履行期限

エ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項

オ 担当部局（関連情報を入手するための照会窓口）

カ 説明書の交付期間、交付場所及び交付方法

キ 入札書の提出場所、提出方法及び提出期限

ク 開札場所及び開札日時

ケ 手続において使用する言語及び通貨

コ 入札保証金に関する事項

サ 入札の無効に関する事項

シ 落札者の決定方法

ス 契約書作成の要否

セ その他契約担当官等が必要と認める事項

⑶ 第１号の公告に際しては、次に掲げる事項を、英語により併記するもの

とする。ただし、安全保障業務、除外業務又は基準額未満業務にあっては、

英語による併記は行わない。

ア 品目分類番号

イ 契約担当官等の氏名及び防衛省発注機関の名称

ウ 業務の名称

エ 一般競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加

資格確認資料（以下「技術資料」という。）の提出期限

オ 入札書の提出期限

カ 入札説明書を入手するための照会窓口

⑷ 官報への掲載を行う場合は、入札期日の前日から起算して少なくとも４

０日前に行うものとする。

⑸ 契約担当官等は、整備計画局施設計画課長の確認を受けた上で、官報に

掲載しようとする日の前日から起算して８日（行政機関の休日に関する法



律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日（以

下「行政機関の休日」という。）を除く。）前までに、独立行政法人国立印

刷局に官報掲載の依頼を行うものとする。

２ 手続に要する日数

付図第１から付図第６に示す標準的日数を参考とするものとする。

３ 競争参加資格

一般競争入札に参加することができる者（以下「競争参加者」という。）は、

次の全ての事項に該当する者であること。

⑴ 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下｢予決令｣という。）

第７０条及び第７１条の規定に該当しないこと。

⑵ 対象業務に係る業務種別について、訓令第１０条に基づく級別の格付を

受け、当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局又は地方防衛支局

（東海防衛支局及び長崎防衛支局を除く。）（以下「地方防衛局等」という。）

に競争参加を希望していること（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）

に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者に

ついては、手続開始の決定後、再度級別の格付を受けていること。）。

⑶ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（⑵の再度級別の格

付を受けた者を除く。）でないこと。

⑷ 対象業務と同種の業務実績があること。

業務成績の評定点が６５点未満のものを除くこと（詳細は入札説明書に

おいて明示すること）。

なお、業務成績のない業務については、検査に合格している証明をもっ

て６５点以上の業務とみなすものとする。

⑸ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく○級建

築士事務所登録を有すること（業務内容に応じて法令に基づき必要とする

場合のみ記載する。）。

⑹ 配置予定技術者が適正であること（業務内容に応じて管理技術者及び担

当技術者等の資格及び同種業務の経験を設定）。

なお、当該同種業務の経験は、評定点が６５点未満のものを除くことと

し、業務成績のない業務については、検査に合格している証明をもって６

５点以上の業務とみなすものとする。

⑺ 申請書及び技術資料（以下「申請書等」という。）の提出期限から開札の

時点までの期間に、当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等の

長から工事請負契約等に係る指名停止等の措置要領について（防整施（事）

第１５０号。２８．３．３１。以下「指名停止措置要領」という。）に基づ



く指名停止を受けていないこと。

⑻ 入札に参加しようとする者の間に、建設工事等の発注に係る建設業者等

の選定方法等について（防整施第３７５４号。令和２年３月１７日）別紙

の１入札の適正さが阻害されると認められる基準のいずれかに該当しない

こと（基準に該当する者の全てが共同体の代表者以外の構成員である場合

は除く。）。

なお、この場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を

取ることは、入札心得書第６条第２項の規定に抵触するものではない。

⑼ 防衛省発注機関（旧防衛施設局、旧防衛施設支局及び旧装備施設本部を

含む。）が発注した業務のうち、当該年度を含まない直近の過去２年間に完

了又は引渡しが完了した業務の実績がある場合には、評定点の平均が６５

点以上であること（原則として予定価格が５００万円を超える業務につい

て設定するが、５００万円未満の業務についても設定することは差し支え

ない）。

⑽ 配置予定管理技術者は、入札公告日現在の手持業務量（本業務を含まず、

特定後未契約のものを含む。）が適正であること（業務内容に応じて設定。）。

⑾ 配置予定管理技術者は、入札公告日の時点で申請者と直接的な雇用関係

があること。

⑿ 都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排

除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格者でないこと。

⒀ 業務実施体制の妥当性が確認できる者であること。なお、業務実施体制

の妥当性が確認できない場合とは、以下のいずれかに該当する場合をいう。

ア 再委託の内容が、主たる部分の場合

イ 業務の分担構成が、不明確又は不自然な場合

ウ 共同体による業務の分担構成が細分化され過ぎて、一の分担業務を複

数の構成員が実施することとしている場合

⒁ その他契約担当官等が必要と認めた事項

４ 競争参加資格の決定

前項に規定する競争参加者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）

は、当該業務ごとに建設工事発注の公正を確保する措置について（防整施（事）

第１４５号。２８．３．３１）別紙の第１項に基づく競争参加資格・指名審

査委員会（以下「審査委員会」という。）の審議を経て、契約担当官等が決定

するものとする。

５ 入札説明書の交付

⑴ 契約担当官等は、入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」と

いう。）に対して、当該業務の入札に関する詳細な説明書（以下「入札説明

書」という。）を交付するものとする。



⑵ 入札説明書は、第１項第２号（カを除く。）及び次に掲げる事項を記載す

るものとし、別冊として、入札公告の写し、契約書案、入札心得書、図面

（必要な場合のみ）、仕様書及び現場説明書を含めるものとする。

ア 契約担当官等の所属する部署の所在地

イ 業務の仕様その他の明細

ウ 開札に立ち会う者に関する事項

⑶ 入札説明書の交付は、公告後速やかに開始するものとし、開札の日の前

日まで交付するものとする。

⑷ 入札説明書の交付に当たっては、実費を負担させることができるものと

し、実費を負担させる場合においては、その旨を公告において明らかにす

るものとする。

６ 申請書等の提出等

⑴ 契約担当官等は、入札参加希望者の競争参加資格を確認するため、入札

参加希望者から、申請書等の提出を求めるものとする。

⑵ 申請書等の提出期限は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の

翌日から１０日以上経過した後に設定するものとする。

⑶ 申請書等の提出場所は、電子入札システムサーバ又は当該防衛省発注機関

の技術業務の契約事務をつかさどる部署（以下「契約担当部署」という。）

とするものとする。

⑷ 申請書等の提出は、電子入札システムにより行うものとする。ただし、

当該契約担当官等の承諾を得て紙入札方式による場合又は紙入札により実

施される入札に参加する場合（以下「紙入札方式による場合」という。）は、

持参又は郵送（書留郵便に限る。）若しくは託送（書留郵便と同等のものに

限る。）（以下「郵送等」という。）により行うものとする。

⑸ 入札参加資格の申請期限までに申請書等を提出しない者又は契約担当官

等が競争参加資格がないと認めた者は、当該競争入札に参加することがで

きないものとする。

⑹ 申請書等の提出に要する費用の負担及び申請書等の取扱いは、次のとお

りとする。

ア 申請書等の作成に係る費用は、申請者の負担とする。

イ 提出された申請書等は、当該契約担当官等による競争参加資格の確認

以外に申請者に無断で使用しないものとする。

ウ 提出された申請書等は返却しないものとする。

エ 提出期限以降における申請書等の差し替え及び再提出は認めないもの

とする。

オ 提出された申請書等は、外部への漏洩又は紛失等がないようその取扱

いに十分注意するものとする。



７ 技術資料の内容

⑴ 技術資料の内容は、次のとおりとする。

なお、アの実績及びイの経験については、業務が完了又は引渡しが完了

したものに限る。

ア 同種業務の実績

第３項第４号に該当することを判断できる同種業務の実績とする。

イ 配置予定技術者

第３項第６号に該当することを判断できる配置予定技術者の資格、同

種業務の経験及び申請時における他業務の従事状況等とする。

なお、配置予定技術者として複数の候補技術者の資格、同種業務の経

験及び申請時における他業務の従事状況等を記載することができるもの

とする。また、同一の技術者を重複して複数業務の配置予定技術者とす

ることは差し支えないものとするが、他の業務を落札したことにより配

置予定技術者を配置することができなくなったときは、入札への参加は

できないものとし、申請書を提出した者には、直ちに当該申請書等の取

下げをさせるものとする。他の業務を落札したことにより配置予定技術

者を配置することができないにもかかわらず入札した場合においては、

不正又は不誠実な行為として、指名停止措置要領に基づく指名停止を行

うことができるものとする。

入札後、落札者決定までの期間（予決令第８６条の調査（以下「低入

札価格調査」という。）期間を含む。）において、他の業務を落札したこ

とにより配置予定技術者が配置できなくなった場合には、直ちにその旨

の申出を行わせるものとする。この場合において、事実が認められた場

合には、当該入札を無効とする。

落札後、配置予定技術者が配置できないことが明らかになった場合は、

不正又は不誠実な行為として、指名停止措置要領に基づく指名停止を行

うことができるものとする。

⑵ 前号の技術資料には、業務成績評定通知書（以下「評定通知書」という。）

が含まれるものとする。この場合において、評定通知書を受けた者から、

紛失等により、評定通知書の写しの交付を求められたときは、当該評定通

知書の写し又はこれに準ずるものを交付するものとする。

⑶ 契約担当官等は、必要があると認めるときは、第１号に掲げる技術資料

の内容を証明するための書類の提出を求めることができるものとする。

８ 競争参加資格の確認

⑴ 契約担当官等は、申請書等を提出した申請者の競争参加資格の有無につ

いて、付紙第１を参考に確認を行うものとする。ただし、申請書等の提出

者が申請書等の提出期限において第３項第２号の格付を受けていない場合



にあっても、競争参加資格のうち第３項第１号及び第４号から第１４号ま

でに掲げる事項を満たしているときは、開札の時点において第３項第２号

及び第３号に掲げる事項を満たしていることを条件として競争参加資格が

あることを確認するものとする。

なお、開札の時点までに、第３項第２号及び第３号に係る審査を了しな

いおそれがあると認められるときは、あらかじめその旨を当該申請を行っ

た者に通知するものとする。

⑵ 前号の確認は、審査委員会の審議を経て、行うものとする。

⑶ 第１号の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものとする。ただし、

第３項第７号の指名停止については、申請書等の提出期限から競争参加資

格の確認を行う日までの全ての期間について確認するものとする。

⑷ 第１号の確認に当たり、前項第１号の同種業務の実績及び配置予定技術

者の同種業務の経験の確認を行う場合に効力を有する政府調達に関する協

定を適用している国及び地域並びに我が国に対して建設市場が解放的であ

ると認められる国及び地域以外の国又は地域に主たる営業所を有する建設

コンサルタント等にあっては、我が国における同種業務の実績及び経験を

もって行うものとする。

⑸ 契約担当官等は、原則として申請書等の提出期限の翌日から起算して２

０日以内に、競争参加資格の確認の結果を申請者に対し電子入札システム

により、また、紙入札方式による場合は書面により通知するものとする。

⑹ 前号の通知に当たっては、紙入札方式による場合は付紙様式第１により

行うものとする。

なお、競争参加資格がないと認めた者に対しては、その理由を付すとと

もに、所定の期限内に競争参加資格がないと認めた理由についての説明を

求めることができる旨を明記するものとする。

⑺ 第１号及び第３号から第５号までに掲げる事項を入札説明書において明

らかにするものとする。

⑻ 契約担当官等は、競争参加資格の確認を行った日の翌日から開札の時点

までの期間に、競争参加資格があると認めた者が指名停止措置要領に基づ

く指名停止を受けた場合、当該者に対する第５号の通知を取り消し、競争

参加資格がないと認めたことを通知するものとする。

なお、この通知に当たっては、第６号の規定を適用するものとする。

９ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

⑴ 競争参加資格がないと認められた者は、前項第５号の通知の期限の日の

翌日から起算して７日（安全保障業務、除外業務又は基準額未満業務の場

合は５日）（行政機関の休日を除く。）以内に、当該契約担当官等に対して

競争参加資格がないと認めた理由について説明を求めることができるもの



とする。

⑵ 競争参加資格がないと認められた者が説明を求める場合においては、電

子入札システムにより、また、紙入札方式による場合は書面（様式は自由

とする。）を持参することにより行うものとし、郵送等によるものは受け付

けないものとする。

⑶ 前号の提出先は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とする

ものとする。

⑷ 契約担当官等は、第１号の説明を求められたときは、原則として、第１

号の競争参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることができ

る最終日の翌日から起算して１０日（安全保障業務、除外業務又は基準額

未満業務の場合は５日）以内に、説明を求めた者に対し、電子入札システ

ムにより、また、紙入札方式による場合は書面により回答するものとする。

⑸ 契約担当官等は、前号により回答した場合には、回答の内容を審査委員

会に報告するものとする。

⑹ 契約担当官等は、説明を求めた者に競争参加資格があると認める場合に

は、審査委員会の審議を経て、第８項第５号の通知を取り消し、第４号の

回答と併せて競争参加資格のある旨を通知するものとする。

⑺ 第１号から第４号までの事項を入札説明書において明らかにするものと

する。

１０ 入札説明書に対する質問及び回答

⑴ 入札説明書に対する質問は、電子入札システムにより、また、紙入札方

式による場合は書面（様式は自由とする。）を持参又は郵送等により行わせ

るものとする。

⑵ 質問書の提出は、原則として、入札説明書の交付を開始した日の翌日以

降、入札書の受領期限の前日から起算して８日前までとする。

⑶ 質問書の提出場所は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署と

する。

⑷ 質問に対する回答は、原則として、質問書の提出日の翌日から起算して

５日以内に、電子入札システム又は書面により行うものとする。書面によ

り回答を行った場合は、速やかに当該契約担当部署で閲覧に供すること。

なお、閲覧は入札書の受領期限日に終了するものとする。

⑸ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１１ 入札保証金及び契約保証金

⑴ 入札保証金は免除するものとする。

⑵ 契約保証金は納付させるものとする。ただし、有価証券等の提供又は銀

行、契約担当官等が確実と認める金融機関若しくは保証事業会社（公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第



４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。)の保証をもって契約保証

金の納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による保証を付し又

は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除するものと

する。

⑶ 前２号に掲げる事項を公告及び入札説明書において明らかにするものと

する。

１２ 入札の執行（開札）

⑴ 入札書の提出期限は、原則として開札日の３日前とし、業務費内訳明細

書の確認に要する日数を考慮の上設定するものとする。なお、入札書の提

出期間は、入札書の提出方法にかかわらず同一とすること。

⑵ 契約担当官等は、入札書の提出に先立ち、紙入札方式による入札参加者

に競争参加資格があることを確認した旨の通知書又はその写しの提示を求

めるものとし、当該通知書又はその写しを提出しない者は、入札に参加さ

せないことができるものとする。

⑶ 第１回の入札に際しては、入札参加者に第１回の入札書に記載される金

額に対応する業務費内訳明細書の提出を求めるものとし、当該業務費内訳

明細書は、契約担当部署及び積算を担当する部署（以下「積算担当部署」

という。）の担当者が確認するものとする。

⑷ 郵送等による入札の場合は、入札書及び前号の業務費内訳明細書を各々

封筒に入れて封かんし、別の封筒に入札書及び業務費内訳明細書を入れた

封筒並びに第２号の通知書の写しを入れるものとし、当該通知書の写しを

提出しない者は、入札に参加させないことができるものとする。

⑸ 業務費内訳明細書を提出しない者は入札に参加させないものとする。

⑹ 開札は、入札参加者又はその代理人を立ち会わせて行い、入札参加者又

はその代理人が立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない職員

を立ち会わせて行うものとする。

⑺ 開札には、入札参加者又はその代理人以外の者は参加させないものとす

る。

⑻ 第６号の場合、１回目の開札に立ち会わない場合でも、その者のした入

札は有効なものとして取り扱う。再度の入札を行うこととなったときは、

入札者に再度の入札への参加の意思の有無を電話により確認するものとす

る。

⑼ 入札執行回数は、原則として、２回を限度とする。

⑽ 前各号に掲げる事項は、入札説明書において明らかにするとともに、落

札者の決定方法を公告及び入札説明書において明らかにするものとする。

１３ 入札の無効等

⑴ 公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請



書又は技術資料に虚偽の記載をした者の入札及び入札に関する条件に違反

した入札は無効とする。

⑵ 無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消

すものとする。

⑶ 契約担当官等により競争参加資格のあることを確認された者であっても、

落札決定の時において第３項に掲げる資格のない者は競争参加資格のない

者に該当するものとする。

⑷ 前各号に掲げる事項を入札説明書において明らかにするものとする。

１４ 落札者等の公示

⑴ 契約担当官等は、落札者を決定したとき又は契約の相手方を決定したと

きは、特例政令第１４条の規定に基づき、その日の翌日から起算して７２

日以内に官報に公示するものとする。ただし、安全保障業務、除外業務又

は基準額未満業務は除く。

⑵ 契約担当官等は、官報に掲載しようとする日の前日から起算して８日（行

政機関の休日を除く。）前までに、独立行政法人国立印刷局に官報掲載の依

頼を行うものとする。

１５ 落札しなかった者への通知

⑴ 契約担当官等は、入札の結果、落札しなかった者（以下「非落札者」と

いう。）に対して、落札決定の日の翌日から起算して７日以内に入札の結果

等を通知するものとする。

⑵ 前号の通知に当たり、紙入札方式により入札に参加した者から要請があ

った場合は、付紙様式第２により行うものとする。

なお、非落札者に対しては、所定の期限内に落札しなかった理由（以下

「非落札理由」という。）についての説明を求めることができる旨を明記す

るものとする。

１６ 非落札者に対する理由の説明

⑴ 非落札者は、落札結果の通知を受けた日から起算して７日（安全保障業

務、除外業務又は基準額未満業務の場合は５日）（行政機関の休日を除く。）

以内に当該契約担当官等に対して非落札理由について説明を求めることが

できるものとする。

⑵ 非落札者が説明を求める場合においては、電子入札システムにより、ま

た、紙入札方式による場合は書面（様式は自由とする。）を持参することに

より行うものとし、郵送等によるものは受け付けないものとする。

⑶ 前号の提出先は、電子入札システムサーバ又は当該契約担当部署とする

ものとする。

⑷ 契約担当官等は、第１号の説明を求められたときは、原則として、第１

号の非落札理由についての説明を求めることができる最終日の翌日から起



算して１０日（安全保障業務、除外業務又は基準額未満業務の場合は５日）

以内に説明を求めた者に対し、電子入札システムにより、また、紙入札方

式による場合は書面により回答するものとする。

⑸ 契約担当官等は、前号により回答した場合には、回答の内容を審査委員

会に報告するものとする。

１７ 苦情申立て

本実施細則に基づく競争参加資格の確認その他の手続に関し、「政府調達に

関する苦情の処理手続」（平成７年１２月１４日付け政府調達苦情処理推進会

議決定）により、政府調達苦情検討委員会に対して苦情を申し立てることが

できる旨、入札説明書において明らかにするものとする。ただし、除外業務

又は基準額未満業務は除く。

１８ 落札者決定後の公表

契約担当官等は、落札者を決定した場合は、第１号から第５号までに掲げ

る事項を付紙様式第３に、第６号に掲げる事項を付紙様式第４にそれぞれ記

録し、契約後速やかに文書閲覧窓口等（閲覧文書の閲覧を希望する部外者か

らの申出に応ずるために防衛省発注機関の長が定める閲覧場所をいう。）に備

え置いて閲覧に供するほか、ホームページに掲載することとする。ホームペ

ージについては、契約後速やかに掲載することが望ましいが、発注機関のホ

ームページ更新の実情に合わせた掲載を行ってもよい。ただし、その場合で

あっても、契約した月の翌月５日以降の直近のホームページ掲載可能日まで

には掲載を行うこと。

公表の期間は、契約した年度及び翌年度までを基本とするが、それ以上の

期間公表してもよい。

なお、入札及び契約の過程等に係る情報は、その取扱いによっては入札等

の公正を害すべき行為に該当するおそれがあることを踏まえ、公表時期が到

来するまでは、事業者等に限らず、業務上取り扱う必要のある発注担当職員

以外の職員に対しても教示若しくは教唆をすることのないよう適切に管理す

べきことに留意するものとする。

⑴ 業者名（商号又は名称）

⑵ 各業者の入札金額

⑶ 各業者の技術評価点

⑷ 各業者の評価値

⑸ 契約金額及び予定価格

⑹ 各業者の評価点の内訳

１９ 関連文書の保存

契約担当官等は、本実施細則により一般競争入札で実施した業務の関連文

書を、防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）に基づき



保存するものとする。

２０ その他

⑴ 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に

限るものとする。

⑵ 申請書又は技術資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置

要領に基づく指名停止を行うことがあることを入札説明書において明らか

にするものとする。

⑶ 第７項第１号イの技術資料に記載した配置予定技術者が、対象業務に配

置されるよう、必要な措置を講じるものとする。

⑷ 本実施細則の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局長と協議す

るものとする。

第４ 総合評価落札方式

１ 総合評価落札方式のタイプ

本方式の実施に当たっては、業務の特性に応じ、下記のいずれかを適用す

るものとする。なお、それぞれの評価項目については、付紙第２から付紙第

４までを参照のこと。

⑴ 標準型（１：３）

業務内容に応じて具体的な取組方法の提示を求めるテーマ（以下「評価

テーマ」という。）を示し、原則として評価テーマに関する技術提案（以下

「技術提案」という。）及び業務の実施方針・実施フロー・工程計画・その

他（以下「実施方針等」という。）のみにより評価するもの。技術等によっ

て、調達価格の差異に比して、事業の成果に非常に大きな差異が生じると

認められる業務に適用する。

なお、設定する評価テーマは２つとし、入札価格と技術等に対する総合

評価の得点配分の割合は、２０点：６０点とする。

⑵ 標準型（１：２）

技術提案及び実施方針等の評価に加え、企業及び配置予定管理技術者の

能力も評価するもの。技術等によって、調達価格の差異に比して、事業の

成果に大きな差異が生じると認められる業務に適用する。

なお、設定する評価テーマは１つとし、入札価格と技術等に対する総合

評価の得点配分の割合は、３０点：６０点とする。

⑶ 簡易型

原則として企業及び配置予定管理技術者の能力のみにより評価するもの。

技術等によって、調達価格の差異に比して、事業の成果に差異が生じると

認められる業務に適用する。

なお、入札価格と技術等に対する総合評価の得点配分の割合は、６０点



：６０点とする。

２ 入札公告に追加する事項

総合評価落札方式を適用する場合においては、第３第１項第２号に規定す

る事項に加え、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 当該業務が総合評価落札方式の対象業務であること

イ 配置予定技術者のヒアリング実施の有無

ウ 総合評価の方法及び落札者の決定方法

３ 入札説明書に追加する事項

総合評価落札方式を適用する場合においては、第３第５項第２号及び前号

アからウまでに規定する事項に加え、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 入札の評価に関する基準（評価項目、評価基準（評価項目ごと）及び

得点配分）

イ 技術提案及び実施方針等の内容が満足できなかった場合は、業務成績

評定の減点を行うこと

４ 総合評価落札方式の評価項目等の決定

総合評価落札方式に係る評価項目、評価基準及び評価点等は、付紙第２か

ら付紙第４までを参照の上、業務ごとに設定し、競争参加資格の決定と同様

に、審査委員会の審議を経て、契約担当官等が決定するものとする。

５ 総合評価の方法

⑴ 評価値の算出方法は、次のとおりとする。

評価値＝価格評価点＋技術評価点

⑵ 価格評価点の算出方法

価格評価点＝（設定した価格評価点満点）×（１－入札価格／予定価格）

設定した価格評価点満点は、総合評価落札方式のタイプごとに設定した

割合に基づき、２０点から６０点の間で設定する。

⑶ 技術評価点の算出方法

技術評価点は、満点を６０点と設定し、次のとおり算出するものとする。

技術評価点＝６０点×（技術評価の得点合計／技術評価の配点合計）

６ 技術資料等の評価

⑴ 競争参加者から提出された技術資料及び技術提案書（以下「技術資料等」

という。）の評価は、競争参加資格の確認と同様に、審査委員会の審議を経

て、契約担当官等が決定するものとする。

⑵ 技術資料等の評価点については、当該業務の契約後に公表するものとす

る。

⑶ 技術資料等の内容及び評価については、技術資料等の審査・評価、入札

・契約に関する統計的分析及び入札・契約の透明性を確保するための検証

以外に、提出者に無断で使用しないものとする。



⑷ 評価項目の設定に当たっては、付紙第２から付紙第４までに示した評価

基準を例に、業務ごとに設定するものとする。

⑸ 競争参加資格があると認められ、入札した場合においても、技術提案書

について、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は当該入札を無効と

する。

ア 内容がほとんど記載されておらず、提案内容が判断できない場合

イ 業務目的に反する記述や事実誤認等適切な業務執行が妨げられる内容

となっている場合

ウ 実施方針と評価テーマの技術提案に矛盾等があり、整合性が図られて

いない場合

⑹ 前号の規定により入札を無効とした場合は、付紙様式第５により速やか

に通知するものとする。

７ 配置予定技術者のヒアリング

⑴ 標準型（１：３）を適用する場合は、原則としてヒアリングを実施する

ものとする。なお、標準型（１：２）及び簡易型を適用する場合は、契約

担当官等が必要と認める場合に限りヒアリングを実施するものとする。

⑵ ヒアリングを実施する場合は、全ての入札参加者に対して行い、申請書

等に記載された事項等について確認するものとする。

⑶ ヒアリングを拒否した場合は、入札を辞退したものとみなすものとする。

ただし、ヒアリングの日時の設定に当たっては、柔軟に対応するものとす

る。

⑷ 競争参加資格があると認められ、入札した場合においても、ヒアリング

について、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は当該入札を無効と

する。

ア 技術者自身の業務経験について説明できない等自ら主体的に携わった

ことが認められない場合

イ 当該業務の目的若しくは内容又は技術提案の内容を理解していない場

合

ウ 質問に対する回答が全くない又は回答が著しく不適切である場合

８ 落札者の決定方法

⑴ 入札参加者に価格及び技術等をもって申込みを行わせ、次の各要件に該

当する者のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

イ 入札に係る技術等が、入札公告及び入札説明書において明らかにした

技術等の要求要件のうち、必須とされた項目の最低限の要求要件を全て

満たしていること。

⑵ 前号の数値の最も高い者が二者以上あるときは、くじへ移行し落札者を



決定する。

９ 評価内容の担保

総合評価において評価した技術等については、以下の記載例のとおり全て

契約書にその内容を記載することとし、その履行を確保するものとする。

※記載例（契約書）

（附 則）

受注者は、以下の条件を厳守しなくてはならない。

条件

・４０歳以下の技術者を管理技術者として配置すること。

・３５歳以下の技術者を担当技術者として配置すること。

・女性技術者を管理技術者として配置すること。

・女性技術者を担当技術者として配置すること。

《技術提案に関すること》

１ ○○○○に係る提案

２ △△△△に係る提案

《実施方針等に関すること》

以上の項目について、申請書等提出時に提案した内容が認められたことか

ら、その履行を担保するものとする。

なお、評価した提案の性能などが、業務の検査において確認できないもの

がある場合、技術の履行に関する部分については、業務完了後も引き続き履

行する義務を有するものとする。

監督及び検査に当たっては、評価した技術等の内容を満たしていることを

確認するものとする。

なお、契約書に記載してある評価した内容の中で、当該検査において確認

できないものがある場合、技術の履行に関する部分については、業務完了後

も引き続き履行する義務を有する旨を契約書において明らかにするものとす

る。

１０ 業務成績評定の減点

⑴ 業務成績評定の減点は、技術業務委託における受注者の業務成績評定に

ついて（防整技第７１８５号。２８．３．３１）別紙の付紙様式第１「事

故等による減点」又は別紙の付紙様式第２「業務履行中に生じた事由によ

る減点」として措置するものとし、最大減点数は「１０点」とする。減点



数の算定方法は下表のとおりとする。

評価項目 落札時の評価点 完了後の再評価 （Ａ－Ｂ）

（Ａ） 点

（Ｂ）

若手技術者の活用 ２ １ １

女性技術者の配置 １ １ ０

実施方針等 17 10 ７

技術提案 12 ８ ４

計 32 20 12

不履行率（Ｃ）＝{（Ａ－Ｂ）の合計÷（Ａ）の合計} 0.375（有効数値

＝12/32 少数点３桁）

減点数＝10×（Ｃ）＝3.75≒３ ３

（少数点以下切捨て）

⑵ 業務成績評定対象外の業務で、評価した技術等の内容が受注者の責にお

いて実施されなかった場合は、申請書等に虚偽の記載を行ったものとして、

指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことができるものとする。

１１ 学識経験者への意見聴取

技術的に高度な専門性を有する内容が含まれる等の業務の場合は、必要に

応じて評価テーマの設定及び評価の際に、学識経験者から意見を聴取するも

のとする。

１２ 評価の取扱い

入札に参加した者から、技術提案など総合評価に関する評価結果について

問合せがあった場合、落札決定前は一切教示しないものとする。

評価点については、予定価格と同様の価値を有するため、厳重な取扱いを

するものとする。

１３ 発注者支援業務を発注する場合の留意点

発注者支援業務は、業務の性質上、守秘性及び中立・公平性をより重視す



る必要があるため、以下の点について留意すること。

⑴ 守秘性に関する留意点

参加資格として、原則として次の２点を参加要件に追加すること。業務

内容に応じて適宜修正してもよい。

ア 守秘義務の遵守及び違反した場合の規定が社則などに明記されている。

イ 守秘義務の遵守に関する講習会・研修会を定期的に実施している。

⑵ 中立・公平性に関する留意点

ア 当該契約担当官の所在地を管轄する地方防衛局等の長から、当該年度

の建設工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けている者

には参加資格を与えないこと。

イ 当該業務の履行期間と重複する工期となる当該業務の対象工事に参加

している者は、当該業務に参加することはできないこと。

ウ 当該業務を受注した者、その者と資本関係・人的関係のある者、当該

業務の担当技術者の出向元又は派遣元の者及び前述の出向元又は派遣元

の者と資本関係・人的関係のある者は、当該業務の履行期間中は、当該

防衛省発注機関発注工事に参加することはできない（下請負としての参

加も含む。）。

なお、資本関係・人的関係のある者とは、建設工事等の発注に係る建

設業者等の選定方法等について（防整施第３７５４号。令和２年３月１

７日）別紙の１⑴及び⑵の関係にある者をいう。

第５ 価格競争入札方式

原則として第３に定めるとおり処理を行うものとする。



審査
項目

審査の細目

あり
□ 適格

なし
□ 欠格

あり
□ 適格

なし
□ 欠格

中立性・公平性（業
務内容に応じて設定
する。）

□ 欠格

守秘性（業務内容に
応じて設定する。） □ 欠格

あり
□ 適格

なし
□ 欠格

あり
□ 適格

なし
□ 欠格

専任制

□ 欠格

予定管理技術者の雇
用状況（雇用保険被
保険者証の写しを添
付）

□ 欠格

予決令
□ 適格

資格認定
□ 適格

指名停止
□ 適格

暴力団関係業者の排
除 □ 適格

資本関係又は人的関
係 □ 適格

あり
□ 適格

なし
□ 欠格

あり
□ 適格

なし
□ 欠格

そ
の
他

業務実施体制

□ 欠格

地域要件
（必要とする場合の
み）

管轄区域（又は○○県）内に本店又は支店等営業所が所
在する。

主たる部分が再委託予定となっている。

一
般
的
審
査
事
項

予決令第70条及び第71条に該当しない。

防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０８号。以下「訓令」
という。）第１０条に基づく級別の格付を受けている。かつ、当該契約担当官等
の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望している。
当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等における指名停止期間中でな
い。

都道府県警察から暴力団関係業者として排除要請を受けている有資格者でない。

参加表明者間に資本関係又は人的関係がない。

建築士法による事務
所登録等
（建築・電気・機械
等で必要とする場
合）

建築士法に基づく○級建築士事務所登録等。

（官報により公告する業務の場合は、法令に基づき必要
とする場合のみ設定する。それ以外の場合は、その他業
務内容応じて必要とする場合のみ設定する。）

・参加表明書を提出する者は、当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局
等における平成○・○年度の建設工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認
定を受けていない。
・本業務を受注した者は、本業務の履行期間中は当該契約担当官等の所在地を管
轄する地方防衛局等における建設工事に係る一般競争（指名競争）参加資格の認
定を受けてはならない。
・本業務を受注した者、本業務を受注した者と資本面・人事面で関係のある者並
びに本業務の担当技術者の出向元又は派遣元及び出向元又は派遣元と資本面・人
事面で関係のある者は、本業務の履行期間中は、当該防衛省発注機関発注工事
（下請けとしての工事参加も含む。）に参加することはできない。
・守秘義務の遵守及び違反した場合の規定が社則などに明記されている。
・守秘義務の導守に関する講習会・研修会を定期的に実施している。

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資格要件 入札説明書に記載されている要件を満たす資格を保有し
ている。

業務経験 当該年度及び前年度から過去１０年間に完了した同種又
は類似業務の経験を有する。

手持業務の契約金額合計が４億円以上又は契約件数の合計が１０件以上である場
合。
（官報により公告する業務では、以下の要件は設定しない。
　調査基準価格を下回って落札した業務がある場合は、２億円以上、契約件数の
合計が５件以上ある場合。）
直接的な雇用関係がない。

付紙第１

競争参加資格審査表

企業名：　　　　　　社

審査基準 判定

企
業
の
実
績
及
び
能
力

業務実績 当該年度及び前年度から過去１０年間に完了した同種又
は類似業務の実績を有する。

業務成績 当該防衛省発注機関が発注した業務のうち、当該年度を
含まない直近の過去２年間に完了した業務の実績がある
場合は、平均業務成績が65点以上であること。
（官報により公告する業務では設定しない。）



                                    付紙第２

             標準評価基準（標準型１：３）

① １５
②  ５

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験

① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２
③ 経験なし ③  ０

①  ６
②  ４
③  ２
④  ５
⑤  ３

※ 評価の対象は、国、特殊法人等及び地方公共団体発注 ⑥  １
 の業務実績に限る。 ⑦  ４
※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業 ⑧  ２
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築 ⑨  ３
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。 ⑩  １
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業 （最大３０）

 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度か
ら過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同
種又は類似業務の経験を評価する（原則として、着手時から
完了時まで従事している業務とする。）｡
 以下は評価例である。

評価のウエ
イト（点）

判断基準

業
務
経
験

業
務
経
験

地
域
業
務
経
験

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価することが
できるものとする。】

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】

評
価
項
目

評価の着目点

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度か
ら過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同
種又は類似業務経験を下記のとおり評価する（原則として、
着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年間
（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完了し
た業務）に管理技術者として従事した業務の成績評定点を下
記の①から⑩のとおり評価し、最大５件分の各々における評
価を合計



① 当該発注者が発注した業務で80点以上
② 当該発注者が発注した業務で75点以上80点未満
③ 当該発注者が発注した業務で70点以上75点未満
④ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で80
 点以上
⑤ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で75
 点以上80点未満
⑥ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で70
 点以上75点未満
⑦ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で80点以
 上
⑧ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で75点以
 上80点未満
⑨ 地方公共団体が発注した業務で80点以上
⑩ 地方公共団体が発注した業務で75点以上80点未満

※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。

①  ５
②  ４
③  ４
④  ２

※ 競争性確保の観点から評価件数を限定しているが、実 ⑤  ２
 情に応じて評価件数を増やしてもよい（例：最大５件ま ⑥  １
 で評価、①から⑥までの各項目で最大３件まで評価、 （最大１０）

 等）。

成
績
・
表
彰

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年間
（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完了し
た業務）に管理技術者として従事した業務の成績評定点で、
当該発注者が発注した業務で６５点未満がある場合

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するものと
する。】

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するものと
する。】

業
務
成
績

優
秀

１件あた
りー１０

 当該年度及び前年度から２年間（平成○年４月１日から公
告日まで）の優秀業務技術者顕彰等の実績を下記の①から⑥
のとおり評価し、最大３件分の各々における評価を合計



② 当該地方防衛局長の優秀業務技術者感謝状の贈与（令
 和元年度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価
 しない）
③ 当該地方防衛局調達部長又は当該地方防衛支局長の優
 秀業務技術者顕彰
④ 他地方防衛局長の優秀業務技術者感謝状の贈与（令和
 元年度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価し
 ない）
⑤ 他地方防衛局調達部長又は他地方防衛支局長の優秀業
 務技術者顕彰
⑥ 国、特殊法人等又は地方公共団体の優秀業務等技術者
 顕彰

・１級建築士 5
・その他 0
・技術士
・博士
・RCCM
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・その他 0
・技術士
・１級土木施工管理技士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級管工事施工管理技士 1
・その他 0

電
気
設
備

5

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

建
築

土
木
設
計

機
械
設
備

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するものと
する。】

秀
業
務
技
術
者
顕
彰
等

5

3

① 大臣官房施設監の特別優秀業務技術者顕彰

5

土
木
監
理

5



・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気通信工事施工管理技士 1
・その他 0
・測量士 5
・その他 0
・技術士
・地質調査技士
・RCCM
・博士
・その他 0
・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0

・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・電気主任技術者
・RCCM
・公共工事の技術審査を実施した経験を有する者

・その他 0

防
衛
施
設
整
備
監
理
業
務

5

防
衛
施
設
技
術
審
査
業
務

5

・公共工事の発注者として技術的実務経験を２５年以
上有する者

資
格
要
件

技
術
者
資
格

測
量

地
質
調
査

5

通
信
設
備

5



・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・電気主任技術者
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM
・○○を実施した経験を有する者
・○○の実務経験を○○年以上有する者
・その他 0

最大
65

①  ５
②  ２
③  ０

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験
③ 経験なし

① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２
③ 経験なし ③  ０

最大
10

そ
の
他

5

【必要に応じて評価対象とする職種を選択する。一職種で複数の
技術者を配置する場合は、評価の低い技術者を評価の対象とす
る。】

配
置
予
定
担
当
技
術
者
の
経
験

業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度か
ら過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同
種又は類似業務の経験を評価する（原則として、着手時から
完了時まで従事している業務とする。）｡
 以下は評価例である。

【各職種の資格については仕様書に応じて適宜記載する。資
格を重複しての評価は行わない。】

【各職種最
大５】

業
務
経
験

小 計

評
価
項
目

評価の着目点
評価のウエ
イト（点）

判断基準

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度か
ら過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了した同
種又は類似業務経験を下記のとおり評価する（原則として、
着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

小 計

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】
【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価することが
できるものとする。】

地
域
業
務
経
験 【各職種最

大５】



・女性活躍推進法に基づく認定 1

・次世代法に基づく認定

・若者雇用促進法に基づく認定

 いずれか一つの認定を受けていれば評価する。
①  ２
②  １

① ４０歳以下の技術者を管理技術者として配置 （最大２）
② ３５歳以下の技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とす
 る。また、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合で
 も、配点は１点とする。

①  ２
②  １

① 女性技術者を管理技術者として配置 （最大２）
② 女性技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とす
 る。また、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合で
 も、配点は１点とする。
※ ３５歳以下の女性技術者を担当技術者として配置予定
 の場合は、若手技術者の活用で１点、女性技術者の配置
 で１点とそれぞれで評価する。

評
価
項
目

評価のウエ
イト（点）

そ
の
他

判断基準

評価の着目点

ワ
│
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２
７年法律第６４号）第９条に基づく基準に適合するものと認
定された企業（労働時間等の働き方に係る基準を満たすもの
に限る）をいう。）

（次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）
第１３条又は第１５条の２に基づく基準に適合するものと認
定された企業をいう。

（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９
８号）第１５条に基づく基準に適合するものと認定された企
業をいう。

若
手
技
術
者
の
活
用

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞれ
評価する。

女
性
技
術
者
の
配
置

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞれ
評価する。



①  -５
②  -４
③  -３

① 指名停止期間（累積）：６月以上 ④  -２
② 指名停止期間（累積）：３月以上６月未満 ⑤  -１
③ 指名停止期間（累積）：３月未満
④ 書面注意（警告）
⑤ 口頭注意
※ 公告日からさかのぼること６月以内に指名停止期間、
 ④又は⑤がある場合をいう。ただし、公告日から開札日
 の前日までに④又は⑤の措置を受けた場合も含む。
※ 違約金を請求した実績がある場合は、さらに「－１
 点」を加える。

最大
5

10

評価のウエ
イト（点）

業
務
理
解
度

10

評価の着目点

判断基準

 事故及び不誠実な行為に対するペナルティ（原則として過
去６月の当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等
での指名停止措置要領に基づく指名停止措置等）

評
価
項
目

 業務の実施方針となる目的・内容及び与条件の理解度が高
い場合は優位に評価する。
 上記業務目的等を踏まえた検討項目及び成果品に対する着
眼点の具体性が高い場合は優位に評価する。

 業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合は優位
に評価する。

業
務
の
実
施
方
針
・
実
施
フ

ロ
│
・
工
程
計
画
・
そ
の
他

小 計

10

10

10

実
施
手
順
そ
の
他

【安全保障業務、除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ
評価するものとする。】

 業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合は優
位に評価する。
 有益な代替案、重要事項の指摘がある場合は優位に評価す
る。

事
故
及
び
不
誠
実
な
行
為



 提案内容に説得力がある場合は優位に評価する。 10

 新工法採用の提案がある場合は優位に評価する。 5
 的確性、実現性、独創性について上記を準用する。

注：「業務の実施方針・実施フロー・工程計画・その他」及び「評価テーマ
 に対する技術提案」については、評価のウエイトが10点の場合は「10点、
 ８点、６点、４点、０点」の ５段階で評価を行う（５点の場合は「５点、
 ４点、３点、２点、０点」の 5段階で評価を行う。）。

最大
230

 管理技術者のヒアリング等を行わない場合に限り評価する。
 必要に応じて選択する。

全
体

10

 事業の重要度を考慮した提案となっている場合は優位に評
価する。
 事業の難易度に相応しい提案となっている場合は優位に評
価する。

10

10

5

的
確
性

5

小 計

 複数の既存技術を統合化する提案がある場合は優位に評価
する｡

5

5

5

独
創
性

評
価
テ
│
マ
１

評
価
テ
│
マ
２

評
価
テ
│
マ
に
対
す
る
技
術
提
案

 提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合は
優位に評価する。
 利用しようとする技術基準、資料が適切な場合は優位に評
価する。
 提案内容によって想定される事業費が適切な場合は優位に
評価する。

10

5

5

実
現
性

 工学的知見に基づく前例のない提案がある場合は優位に評
価する。

評
価
テ
│
マ
の

整
合
性

 的確性について、複数の評価テーマ間の整合性が高い場合
は優位に評価する。

 実現性について、複数の評価テーマ間の整合性が高い場合
は優位に評価する。

10

 周辺分野、異分野技術を援用した、高度の検討・解析手法
の提案がある場合は優位に評価する。

 地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合
は優位に評価する。
 必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）が網羅
されている場合は優位に評価する。



                                    付紙第３

             標準評価基準（標準型１：２）

① １５
②  ５

① 同種業務の実績
② 類似業務の実績

① ○○市内の同種又は類似業務実績 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務実績 ②  ２
③ 実績なし ③  ０

①  ６
②  ４
③  ２
④  ５

※ 評価の対象は、国、特殊法人等及び地方公共団体発注 ⑤  ３
 の業務実績に限る。 ⑥  １
※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業 ⑦  ４
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築 ⑧  ２
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。 ⑨  ３
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業 ⑩  １
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評 （最大３０）

 価対象とする。）。
① 当該発注者が発注した業務で80点以上
② 当該発注者が発注した業務で75点以上80点未満
③ 当該発注者が発注した業務で70点以上75点未満

評
価
項
目

評価の着目点
評価のウエ
イト（点）

判断基準

業
務
実
績

業
務
実
績

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年
度及び前年度から過去10年間を記載する。】に、完了又は
引渡しが完了した同種又は類似業務実績を下記のとおり評
価する｡

地
域
業
務
実
績

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年
度及び前年度から過去10年間を記載する。】に完了又は引
渡しが完了した同種又は類似業務の実績を評価する｡
 以下は評価例である。

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価すること
ができるものとする。】
 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）の業務成績評定点を下記の①から⑩のとおり
評価し、最大５件分の各々における評価を合計

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】



④ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で80
 点以上
⑤ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で75
 点以上80点未満
⑥ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で70
 点以上75点未満
⑦ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で80点以
 上
⑧ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で75点以
 上80点未満
⑨ 地方公共団体が発注した業務で80点以上
⑩ 地方公共団体が発注した業務で75点以上80点未満

※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。

①  ５
②  ４
③  ４

※ 競争性確保の観点から評価件数を限定しているが、実 ④  ２
 情に応じて評価件数を増やしてもよい（例：最大５件ま ⑤  ２
 で評価、①から⑨までの各項目で最大３件まで評価、 ⑥  １
 等）。 ⑦  ４

⑧  ３
② 当該地方防衛局長の優秀業務感謝状の贈与（令和元年 ⑨  ２
 度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価しない） （最大１０）

③ 当該地方防衛局調達部長又は当該地方防衛支局長の優
 秀業務顕彰
④ 他地方防衛局長の優秀業務感謝状の贈与（令和元年度
 受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価しない）
⑤ 他地方防衛局調達部長又は他地方防衛支局長の優秀業
 務顕彰

１件あた
りー１０

優
秀
業
務
顕
彰
等

① 大臣官房施設監の特別優秀業務顕彰

 当該年度及び前年度から２年間（平成○年４月１日から
公告日まで）の優秀業務顕彰等の実績を下記の①から⑨の
とおり評価し、最大３件分の各々における評価を合計

企
業
の
実
績
及
び
能
力

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）の業務成績評定点に、当該発注者が発注した
業務で６５点未満がある場合



⑥ 国、特殊法人等又は地方公共団体の優秀業務等顕彰
⑦ インフラメンテナンス大賞（防衛大臣賞）
⑧ インフラメンテナンス大賞（防衛省特別賞）
⑨ インフラメンテナンス大賞（防衛省優秀賞）

最大
60

① １５
②  ５

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験

① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２
③ 経験なし ③  ０

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

評価のウエ
イト（点）

判断基準

業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務経験を下記のとおり評価する（原則と
して、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

評
価
項
目

評価の着目点

小 計

業
務
経
験

地
域
業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務の経験を評価する（原則として、着手時
から完了時まで従事している業務とする。）｡
 以下は評価例である。

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】
【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価すること
ができるものとする。】



①  ６
②  ４
③  ２
④  ５
⑤  ３

※ 評価の対象は、国、特殊法人等及び地方公共団体発注 ⑥  １
 の業務実績に限る。 ⑦  ４
※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業 ⑧  ２
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築 ⑨  ３
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。 ⑩  １
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業 （最大３０）

 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。
① 当該発注者が発注した業務で80点以上
② 当該発注者が発注した業務で75点以上80点未満
③ 当該発注者が発注した業務で70点以上75点未満
④ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で80
 点以上
⑤ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で75
 点以上80点未満
⑥ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で70
 点以上75点未満
⑦ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で80点以
 上
⑧ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で75点以
 上80点未満
⑨ 地方公共団体が発注した業務で80点以上
⑩ 地方公共団体が発注した業務で75点以上80点未満

※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）に管理技術者として従事した業務の成績評定
点を下記の①から⑩のとおり評価し、最大５件分の各々に
おける評価を合計

１件あた
りー１０

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）に管理技術者として従事した業務の成績評定
点で、当該発注者が発注した業務で６５点未満がある場合



①  ５
②  ４
③  ４
④  ２

※ 競争性確保の観点から評価件数を限定しているが、実 ⑤  ２
 情に応じて評価件数を増やしてもよい（例：最大５件ま ⑥  １
 で評価、①から⑥までの各項目で最大３件まで評価、 （最大１０）

 等）。

② 当該地方防衛局長の優秀業務技術者感謝状の贈与（令
 和元年度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価
 しない）
③ 当該地方防衛局調達部長又は当該地方防衛支局長の優
 秀業務技術者顕彰
④ 他地方防衛局長の優秀業務技術者感謝状の贈与（令和
 元年度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価し
 ない）
⑤ 他地方防衛局調達部長又は他地方防衛支局長の優秀業
 務技術者顕彰
⑥ 国、特殊法人等又は地方公共団体の優秀業務等技術者
 顕彰

・１級建築士 5
・その他 0
・技術士
・博士
・RCCM
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・その他 0
・技術士
・１級土木施工管理技士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0

3

5

建
築

5

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

優
秀
業
務
技
術
者
顕
彰
等

 当該年度及び前年度から２年間（平成○年４月１日から
公告日まで）の優秀業務技術者顕彰等の実績を下記の①か
ら⑥のとおり評価し、最大３件分の各々における評価を合
計

① 大臣官房施設監の特別優秀業務技術者顕彰

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

土
木
設
計

土
木
監
理



・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級管工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気通信工事施工管理技士 1
・その他 0
・測量士 5
・その他 0
・技術士
・地質調査技士
・RCCM
・博士
・その他 0
・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0

5

防
衛
施
設
整
備
監
理
業
務

5

電
気
設
備

5

機
械
設
備

5

通
信
設
備

5

測
量

資
格
要
件

技
術
者
資
格

地
質
調
査



・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・電気主任技術者
・RCCM
・公共工事の技術審査を実施した経験を有する者

・その他 0
・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・電気主任技術者
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM
・○○を実施した経験を有する者
・○○の実務経験を○○年以上有する者
・その他 0

最大
65

①  ５
②  ２
③  ０

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験
③ 経験なし

防
衛
施
設
技
術
審
査
業
務

5

・公共工事の発注者として技術的実務経験を２５年以
上有する者

【各職種の資格については仕様書に応じて適宜記載する。
資格を重複しての評価は行わない。】

小 計

5

評価のウエ
イト（点）

【各職種最
大５】

評
価
項
目

評価の着目点

判断基準

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務経験を下記のとおり評価する（原則と
して、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

業
務
経
験配

置
予

そ
の
他



① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２
③ 経験なし ③  ０

最大
10

・女性活躍推進法に基づく認定 1

・次世代法に基づく認定

・若者雇用促進法に基づく認定

 いずれか一つの認定を受けていれば評価する。

地
域
業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務の経験を評価する（原則として、着手時
から完了時まで従事している業務とする。）｡
 以下は評価例である。

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】

【各職種最
大５】

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価すること
ができるものとする。】

ワ
│
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成
２７年法律第６４号）第９条に基づく基準に適合するもの
と認定された企業（労働時間等の働き方に係る基準を満た
すものに限る）をいう。）

（次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０
号）第１３条又は第１５条の２に基づく基準に適合するも
のと認定された企業をいう。

（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第
９８号）第１５条に基づく基準に適合するものと認定され
た企業をいう。

評
価
項
目

小 計

評価の着目点

判断基準

【必要に応じて評価対象とする職種を選択する。一職種で複数の
技術者を配置する場合は、評価の低い技術者を評価の対象とす
る。】

予
定
担
当
技
術
者
の
経
験

業
務
経
験

評価のウエ
イト（点）



①  ２
②  １

① ４０歳以下の技術者を管理技術者として配置 （最大２）
② ３５歳以下の技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とす
 る。また、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合で
 も、配点は１点とする。

①  ２
②  １

① 女性技術者を管理技術者として配置 （最大２）
② 女性技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とす
 る。また、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合で
 も、配点は１点とする。
※ ３５歳以下の女性技術者を担当技術者として配置予定
 の場合は、若手技術者の活用で１点、女性技術者の配置
 で１点とそれぞれで評価する。

①  -５
②  -４
③  -３

① 指名停止期間（累積）：６月以上 ④  -２
② 指名停止期間（累積）：３月以上６月未満 ⑤  -１
③ 指名停止期間（累積）：３月未満
④ 書面注意（警告）
⑤ 口頭注意
※ 公告日からさかのぼること６月以内に指名停止期間、
 ④又は⑤がある場合をいう。ただし、公告日から開札日
 の前日までに④又は⑤の措置を受けた場合も含む。
※ 違約金を請求した実績がある場合は、さらに「－１
 点」を加える。

最大
5

若
手
技
術
者
の
活
用

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞ
れ評価する。

女
性
技
術
者
の
配
置

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞ
れ評価する。

小 計

そ
の
他

 事故及び不誠実な行為に対するペナルティ（原則として過
去６月の当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局
等での指名停止措置要領に基づく指名停止措置等）事

故
及
び
不
誠
実
な
行
為

【安全保障業務、除外業務及び基準額未満業務の場合にの
み評価するものとする。】



10

 提案内容に説得力がある場合は優位に評価する。 10

 新工法採用の提案がある場合は優位に評価する。 5
注：「業務の実施方針・実施フロー・工程計画・その他」及び「評価テーマ
 に対する技術提案」については、評価のウエイトが10点の場合は「10点、
 ８点、６点、４点、０点」の ５段階で評価を行う（５点の場合は「５点、
 ４点、３点、２点、０点」の５段階で評価を行う。）。

最大
130

 必要に応じて選択する。

評
価
項
目

 業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合は優
位に評価する。
 業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合は
優位に評価する。
 有益な代替案、重要事項の指摘がある場合は優位に評価
する。

業
務
の
実
施
方
針
・
実
施
フ

ロ
│
・
工
程
計
画
・
そ
の
他

小 計

 複数の既存技術を統合化する提案がある場合は優位に評
価する｡

評価のウエ
イト（点）

業
務
理
解
度

10

評価の着目点

判断基準

 業務の実施方針となる目的・内容及び与条件の理解度が
高い場合は優位に評価する。
 上記業務目的等を踏まえた検討項目及び成果品に対する
着眼点の具体性が高い場合は優位に評価する。

10

10

10

実
施
手
順
そ
の
他

 周辺分野、異分野技術を援用した、高度の検討・解析手
法の提案がある場合は優位に評価する。

 地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場
合は優位に評価する。
 必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）が網
羅されている場合は優位に評価する。
 事業の重要度を考慮した提案となっている場合は優位に
評価する。
 事業の難易度に相応しい提案となっている場合は優位に
評価する。

10

10

5

的
確
性

5

5

5

5

独
創
性

評
価
テ
│
マ

評
価
テ
│
マ
に
対
す
る
技
術
提
案

 提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合
は優位に評価する。
 利用しようとする技術基準、資料が適切な場合は優位に
評価する。
 提案内容によって想定される事業費が適切な場合は優位
に評価する。

10

5

5

実
現
性

 工学的知見に基づく前例のない提案がある場合は優位に
評価する。



                                    付紙第４

              標準評価基準（簡易型）

① １５
②  ５

① 同種業務の実績
② 類似業務の実績

① ○○市内の同種又は類似業務実績 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務実績 ②  ２
③ 実績なし ③  ０

①  ６
②  ４
③  ２
④  ５

※ 評価の対象は、国、特殊法人等及び地方公共団体発注 ⑤  ３
 の業務実績に限る。 ⑥  １
※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業 ⑦  ４
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築 ⑧  ２
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。 ⑨  ３
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業 ⑩  １
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評 （最大３０）

 価対象とする。）。

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）の業務成績評定点を下記の①から⑩のとおり
評価し、最大５件分の各々における評価を合計

評
価
項
目

評価の着目点
評価のウエ
イト（点）

判断基準

業
務
実
績

業
務
実
績

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年
度及び前年度から過去10年間を記載する。】に、完了又は
引渡しが完了した同種又は類似業務実績を下記のとおり評
価する｡

地
域
業
務
実
績

 元請けとして平成○年４月１日から公告日まで【当該年
度及び前年度から過去10年間を記載する。】に完了又は引
渡しが完了した同種又は類似業務の実績を評価する｡
 以下は評価例である。

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価すること
ができるものとする。】

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】



① 当該発注者が発注した業務で80点以上
② 当該発注者が発注した業務で75点以上80点未満
③ 当該発注者が発注した業務で70点以上75点未満
④ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で80
 点以上
⑤ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で75
 点以上80点未満
⑥ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で70
 点以上75点未満
⑦ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で80点以
 上
⑧ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で75点以
 上80点未満
⑨ 地方公共団体が発注した業務で80点以上
⑩ 地方公共団体が発注した業務で75点以上80点未満

※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。

①  ５
②  ４
③  ４

※ 競争性確保の観点から評価件数を限定しているが、実 ④  ２
 情に応じて評価件数を増やしてもよい（例：最大５件ま ⑤  ２
 で評価、①から⑨までの各項目で最大３件まで評価、 ⑥  １
 等）。 ⑦  ４

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】
 当該年度及び前年度から２年間（平成○年４月１日から
公告日まで）の優秀業務顕彰等の実績を下記の①から⑨の
とおり評価し、最大３件分の各々における評価を合計

企
業
の
実
績
及
び
能
力

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）の業務成績評定点に、当該発注者が発注した
業務で６５点未満がある場合

１件あた
りー１０

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】



⑧  ３
② 当該地方防衛局長の優秀業務感謝状の贈与（令和元年 ⑨  ２
 度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価しない）（最大１０）
③ 当該地方防衛局調達部長又は当該地方防衛支局長の優
 秀業務顕彰
④ 他地方防衛局長の優秀業務感謝状の贈与（令和元年度
 受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価しない）
⑤ 他地方防衛局調達部長又は他地方防衛支局長の優秀業
 務顕彰
⑥ 国、特殊法人等又は地方公共団体の優秀業務等顕彰
⑦ インフラメンテナンス大賞（防衛大臣賞）
⑧ インフラメンテナンス大賞（防衛省特別賞）
⑨ インフラメンテナンス大賞（防衛省優秀賞）

最大
60

① １５
②  ５

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験

① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２
③ 経験なし ③  ０

業
務
経
験

地
域
業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務の経験を評価する（原則として、着手
時から完了時まで従事している業務とする。）｡
 以下は評価例である。

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】
【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価すること
ができるものとする。】

優
秀
業
務
顕
彰
等

① 大臣官房施設監の特別優秀業務顕彰

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

評価のウエ
イト（点）

判断基準

業
務
経
験

評価の着目点

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務経験を下記のとおり評価する（原則と
して、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。

評
価
項
目

小 計



①  ６
②  ４
③  ２
④  ５
⑤  ３

※ 評価の対象は、国、特殊法人等及び地方公共団体発注 ⑥  １
 の業務実績に限る。 ⑦  ４
※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業 ⑧  ２
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築 ⑨  ３
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。 ⑩  １
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業 （最大３０）

 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。
① 当該発注者が発注した業務で80点以上
② 当該発注者が発注した業務で75点以上80点未満
③ 当該発注者が発注した業務で70点以上75点未満
④ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で80
 点以上
⑤ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で75
 点以上80点未満
⑥ 当該発注者以外の防衛省発注機関が発注した業務で70
 点以上75点未満
⑦ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で80点以
 上
⑧ 国及び特殊法人等の発注機関が発注した業務で75点以
 上80点未満
⑨ 地方公共団体が発注した業務で80点以上
⑩ 地方公共団体が発注した業務で75点以上80点未満

※ 同一業種ではあるが、設計業務と施工監理業務は別業
 種として扱う（例：当該業務が建築設計の場合は、建築
 施工監理業務の実績は評価対象としない。）。
※ 設備の３職種は全て同一業種として扱う（例：当該業
 務が機械設計の場合は、電気設計・通信設計の実績も評
 価対象とする。）。

１件あた
りー１０

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）に管理技術者として従事した業務の成績評定
点を下記の①から⑩のとおり評価し、最大５件分の各々に
おける評価を合計

 当該業務と同一業種業務で当該年度及び前年度から２年
間（平成○年４月１日から公告日までに完了・引渡しが完
了した業務）に管理技術者として従事した業務の成績評定
点で、当該発注者が発注した業務で６５点未満がある場合

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】



①  ５
②  ４
③  ４
④  ２

※ 競争性確保の観点から評価件数を限定しているが、実 ⑤  ２
 情に応じて評価件数を増やしてもよい（例：最大５件ま ⑥  １
 で評価、①から⑥までの各項目で最大３件まで評価、 （最大１０）

 等）。

② 当該地方防衛局長の優秀業務技術者感謝状の贈与（令
 和元年度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価
 しない）
③ 当該地方防衛局調達部長又は当該地方防衛支局長の優
 秀業務技術者顕彰
④ 他地方防衛局長の優秀業務技術者感謝状の贈与（令和
 元年度受賞分まで有効。令和２年度以降の受賞は評価し
 ない）
⑤ 他地方防衛局調達部長又は他地方防衛支局長の優秀業
 務技術者顕彰
⑥ 国、特殊法人等又は地方公共団体の優秀業務等技術者
 顕彰

・１級建築士 5
・その他 0
・技術士
・博士
・RCCM
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・その他 0
・技術士
・１級土木施工管理技士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

優
秀
業
務
技
術
者
顕
彰
等

 当該年度及び前年度から２年間（平成○年４月１日から
公告日まで）の優秀業務技術者顕彰等の実績を下記の①か
ら⑥のとおり評価し、最大３件分の各々における評価を合
計

① 大臣官房施設監の特別優秀業務技術者顕彰

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価するもの
とする。】
建
築

土
木
設
計

5

3

土
木
監
理

5



・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級管工事施工管理技士 1
・その他 0
・建築設備士
・１級建築士
・技術士
・RCCM 3
・１級電気通信工事施工管理技士 1
・その他 0
・測量士 5
・その他 0
・技術士
・地質調査技士
・RCCM
・博士
・その他 0
・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM 3
・その他 0

通
信
設
備

5

測
量

地
質
調
査

5

防
衛
施
設
整
備
監
理
業
務

5

5

機
械
設
備

5

技
術
者
資
格

電
気
設
備

資
格
要
件



・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・電気主任技術者
・RCCM
・公共工事の技術審査を実施した経験を有する者

・その他 0
・技術士
・１級建築士
・１級○○施工管理技士
・建築設備士
・電気主任技術者
・土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
・公共工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・公共建築工事品質確保技術者（Ⅰ、Ⅱ）
・RCCM
・○○を実施した経験を有する者
・○○の実務経験を○○年以上有する者
・その他 0

最大
65

①  ５
②  ２
③  ０

① 同種業務の経験
② 類似業務の経験
③ 経験なし

防
衛
施
設
技
術
審
査
業
務

5

・公共工事の発注者として技術的実務経験を２５年以
上有する者

【各職種の資格については仕様書に応じて適宜記載する。
資格を重複しての評価は行わない。】

小 計

5

配
置
予

評価のウエ
イト（点）

判断基準

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務経験を下記のとおり評価する（原則と
して、着手時から完了時まで従事している業務とする。）。 【各職種最

大５】

業
務
経
験

そ
の
他

評
価
項
目

評価の着目点



① ○○市内の同種又は類似業務経験 ①  ５
② ○○県内の同種又は類似業務経験 ②  ２
③ 経験なし ③  ０

最大
10

・女性活躍推進法に基づく認定 1

・次世代法に基づく認定

・若者雇用促進法に基づく認定

 いずれか一つの認定を受けていれば評価する。

地
域
業
務
経
験

 平成○年４月１日から公告日まで【当該年度及び前年度
から過去10年間を記載する。】に完了又は引渡しが完了し
た同種又は類似業務の経験を評価する（原則として、着手
時から完了時まで従事している業務とする。）｡
 以下は評価例である。

【配点は５点とする。実情に応じて判断基準を作成するこ
と。県名等は複数でも可とする。】

【各職種最
大５】

【除外業務及び基準額未満業務の場合にのみ評価すること
ができるものとする。】

小 計

判断基準

【必要に応じて評価対象とする職種を選択する。一職種で複数の
技術者を配置する場合は、評価の低い技術者を評価の対象とす
る。】

予
定
担
当
技
術
者
の
経
験

評価の着目点
評価のウエ
イト（点）

業
務
経
験

評
価
項
目

ワ
│
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成
２７年法律第６４号）第９条に基づく基準に適合するもの
と認定された企業（労働時間等の働き方に係る基準を満た
すものに限る）をいう。）

（次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０
号）第１３条又は第１５条の２に基づく基準に適合するも
のと認定された企業をいう。

（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第
９８号）第１５条に基づく基準に適合するものと認定され
た企業をいう。



①  ２
②  １

① ４０歳以下の技術者を管理技術者として配置 （最大２）
② ３５歳以下の技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とす
 る。また、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合で
 も、配点は１点とする。

①  ２
②  １

① 女性技術者を管理技術者として配置 （最大２）
② 女性技術者を担当技術者として配置
※ ①と②を重複して満たした場合でも、配点は２点とす
 る。また、②の条件を満たす者を複数配置予定の場合で
 も、配点は１点とする。
※ ３５歳以下の女性技術者を担当技術者として配置予定
 の場合は、若手技術者の活用で１点、女性技術者の配置
 で１点とそれぞれで評価する。

①  -５
②  -４
③  -３

① 指名停止期間（累積）：６月以上 ④  -２
② 指名停止期間（累積）：３月以上６月未満 ⑤  -１
③ 指名停止期間（累積）：３月未満
④ 書面注意（警告）
⑤ 口頭注意
※ 公告日からさかのぼること６月以内に指名停止期間、
 ④又は⑤がある場合をいう。ただし、公告日から開札日
 の前日までに④又は⑤の措置を受けた場合も含む。
※ 違約金を請求した実績がある場合は、さらに「－１
 点」を加える。

最大
5

小 計

そ
の
他

事
故
及
び
不
誠
実
な
行
為

【安全保障業務、除外業務及び基準額未満業務の場合にの
み評価するものとする。】

 事故及び不誠実な行為に対するペナルティ（原則として過
去６月の当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局
等での指名停止措置要領に基づく指名停止措置等）

若
手
技
術
者
の
活
用

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞ
れ評価する。

女
性
技
術
者
の
配
置

 以下の条件を満たす技術者を配置予定の場合は、それぞ
れ評価する。



10

最大
50

 必要に応じて選択する。

業
務
の
実
施
方
針
・
実
施
フ

ロ
│
・
工
程
計
画
・
そ
の
他

10

10

実
施
手
順
そ
の
他

判断基準

評価のウエ
イト（点）

業
務
理
解
度

10

評価の着目点

10

小 計

評
価
項
目

 業務の実施方針となる目的・内容及び与条件の理解度が
高い場合は優位に評価する。
 上記業務目的等を踏まえた検討項目及び成果品に対する
着眼点の具体性が高い場合は優位に評価する。

 業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合は優
位に評価する。
 業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合は
優位に評価する。
 有益な代替案、重要事項の指摘がある場合は優位に評価
する。



付紙第５

技術提案及び実施方針等評価要領

１ 評価方法について

⑴ 評価等を行う職員数

評価及びヒアリングを行う職員（以下「評価者」という。）の数は、対

象業務の技術的特性等を勘案の上、原則として、５名以上の評価者で行う

ものとする。ただし、やむを得ない事情により５名以上での評価ができな

い場合は、３名又は４名で評価を行うこともできるものとする。

⑵ 評価等の手法

ア 評価結果の整理は、各評価項目の判断基準ごとに行い、評価者の評価

のうち最上位者のものと最下位者のものを各１名除外し、３名以上の評

価点を平均して算出する（小数点第３位を切り捨てし小数点第２位とす

る。）。ただし、やむを得ない理由により、３名又は４名で評価を行う場

合は、評価点を平均して算出する（小数点第３位を切り捨てし小数点第

２位とする。）。

イ 評価者は、各評価点の根拠となる所見を付すものとする。

２ 評価の考え方

提出された書面により評価を行った上で、ヒアリング又は書面による質疑

応答の内容を踏まえた評価を行うものとする。

評価の考え方については、属紙によるものとする。



判断基準 10 8 6 4 0

業務の実施方針となる目的・内容及び与条件の理解
度が高い場合は優位に評価する。

目的・内容及び与条件を十
分理解した記載内容であ
り、内容を極めて細部まで
理解している。

目的・内容及び与条件を十
分理解している。

目的・内容及び与条件を概
ね理解している。

目的・内容及び与条件の理
解が若干欠けている。

目的・内容及び与条件の理
解が過半欠けている又はな
い。

10 ◎

上記業務目的等を踏まえた検討項目及び成果品に対
する着眼点の具体性が高い場合は優位に評価する。

上記業務目的等を踏まえた
検討項目及び成果品に対す
る着眼点に、極めて十分な
具体性がある。

上記業務目的等を踏まえた
検討項目及び成果品に対す
る着眼点があり、十分な具
体性がある。

上記業務目的等を踏まえた
検討項目及び成果品に対す
る着眼点があり、概ね具体
性がある。

上記業務目的等を踏まえた
検討項目及び成果品に対す
る着眼点があるが、具体性
が若干欠けている。

上記業務目的等を踏まえた
検討項目及び成果品に対す
る着眼点があるが具体性が
過半欠けている又はない。

10 ◎

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合
は優位に評価する。

業務実施手順を示す実施フ
ローに極めて高い妥当性が
ある。

業務実施手順を示す実施フ
ローに十分な妥当性があ
る。

業務実施手順を示す実施フ
ローに概ね妥当性がある。

業務実施手順を示す実施フ
ローの妥当性が若干欠けて
いる。

業務実施手順を示す実施フ
ローの妥当性が過半欠けて
いる又はない。

10 ◎

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場
合は優位に評価する。

業務量の把握状況を示す工
程計画に極めて高い妥当性
がある。

業務量の把握状況を示す工
程計画に十分な妥当性があ
る。

業務量の把握状況を示す工
程計画に概ね妥当性があ
る。

業務量の把握状況を示す工
程計画の妥当性が若干欠け
ている。

業務量の把握状況を示す工
程計画の妥当性が過半欠け
ている又はない。

10 ◎

その他
有益な代替案、重要事項の指摘がある場合は優位に
評価する。

有益な代替案、重要事項に
ついて極めて優れた指摘が
ある。

有益な代替案、重要事項に
ついて十分な指摘がある。

有益な代替案、重要事項に
ついて概ね指摘がある。

有益な代替案、重要事項に
ついての指摘が若干欠けて
いる。

有益な代替案、重要事項に
ついての指摘が過半欠けて
いる又はない。

10 ◎

的確性について、複数の評価テーマ間の整合性が高
い場合は優位に評価する。

的確性について、技術提
案、ヒアリング共に評価
テーマ間の整合性が極めて
高い。

的確性について、複数の評
価テーマ間に十分な整合性
がある。

的確性について、複数の評
価テーマ間に概ね整合性が
ある。

的確性について、複数の評
価テーマ間の整合性が若干
欠けている。

的確性について、複数の評
価テーマ間の整合性が過半
欠けている又はない。

10 ○

実現性について、複数の評価テーマ間の整合性が高
い場合は優位に評価する。

実現性について、技術提
案、ヒアリング共に評価
テーマ間の整合性が極めて
高い。

実現性について、複数の評
価テーマ間に十分な整合性
がある。

実現性について、複数の評
価テーマ間に概ね整合性が
ある。

実現性について、複数の評
価テーマ間の整合性が若干
欠けている。

実現性について、複数の評
価テーマ間の整合性が過半
欠けている又はない。

10 ○

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高
い場合は優位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
与条件との整合性が極めて
高い。

与条件との整合性が十分高
い。

与条件との整合性が概ねあ
る。

与条件との整合性が若干欠
けている。

与条件との整合性が過半欠
けている又はない。

10 ◎

必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）
が網羅されている場合は優位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
必要なキーワードが極めて
細部まで網羅されている。

必要なキーワードが十分に
網羅されている。

必要なキーワードが概ね網
羅されている。

必要なキーワードが若干欠
けている。

必要なキーワードが過半欠
けている又はない。

10 ◎

事業の重要度を考慮した提案となっている場合は優
位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
事業の重要度を考慮した的
確な提案となっている。

事業の重要度が十分に考慮
された提案となっている。

事業の重要度が概ね考慮さ
れた提案となっている。

事業の重要度が若干欠けて
いる。

事業の重要度が過半欠けて
いる又はない。

5 ○

事業の難易度に相応しい提案となっている場合は優
位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
事業の難易度に極めて相応
しい提案となっている。

事業の難易度に十分相応し
い提案となっている。

事業の難易度に概ね相応し
い提案となっている。

事業の難易度が若干欠けて
いる。

事業の難易度が過半欠けて
いる又はない。

5 ○

提案内容に説得力がある場合は優位に評価する。
技術提案、ヒアリング共に
極めて説得力がある。

十分な説得力がある。 概ね説得力がある。 説得力が若干欠けている。
説得力が過半欠けている又
はない。

10 ◎

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている
場合は優位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
提案内容を裏付ける類似実
績が極めて細部まで明示さ
れている。

提案内容を裏付ける十分な
類似実績が明示されてい
る。

提案内容を裏付ける類似実
績が概ね明示されている。

提案内容を裏付ける類似実
績の明示が若干欠けてい
る。

提案内容を裏付ける類似実
績の明示が過半欠けている
又はない。

10 ◎

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合は優
位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
利用しようとする技術基
準、資料が極めて適切であ
る。

利用しようとする技術基
準、資料が十分適切であ
る。

利用しようとする技術基
準、資料が概ね適切であ
る。

利用しようとする技術基
準、資料の適切さが若干欠
けている。

利用しようとする技術基
準、資料の適切が過半欠け
ている又はない。

5 ○

提案内容によって想定される事業費が適切な場合は
優位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
提案内容によって想定され
る事業費は適切であり、そ
の根拠も極めて十分であ
る。

提案内容によって想定され
る事業費は適切であり、そ
の根拠も十分である。

提案内容によって想定され
る事業費は適切であり、そ
の根拠も概ね適切である。

提案内容によって想定され
る事業費は適切であるが、
その根拠が若干欠けてい
る。

提案内容によって想定され
る事業費は適切ではない。

5 ○

工学的知見に基づく前例のない提案がある場合は優
位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
工学的知見に基づく前例の
ない極めて具体的な提案が
ある。

工学的知見に基づく前例の
ない提案には十分な独創性
がある。

工学的知見に基づく前例の
ない提案には概ね独創性が
ある。

工学的知見に基づく前例の
ない提案には独創性が若干
欠けている。

工学的知見に基づく前例の
ない提案には独創性が過半
欠けている又はない。

5 ○

周辺分野、異分野技術を援用した、高度の検討・解
析手法の提案がある場合は優位に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
周辺分野、異分野技術を援
用した、高度の検討・解析
手法の極めて具体的な提案
がある。

周辺分野、異分野技術を援
用した、高度の検討・解析
手法に十分な提案がある。

周辺分野、異分野技術を援
用した、高度の検討・解析
手法の提案が概ねある。

周辺分野、異分野技術を援
用した、高度の検討・解析
手法の提案が若干欠けてい
る。

周辺分野、異分野技術を援
用した、高度の検討・解析
手法の提案が過半欠けてい
る又はない。

5 ○

複数の既存技術を統合化する提案がある場合は優位
に評価する。

技術提案、ヒアリング共に
複数の既存技術を統合化す
る極めて具体的な提案があ
る。

複数の既存技術を統合化す
る十分な提案がある。

複数の既存技術を統合化す
る提案が概ねある。

複数の既存技術を統合化す
る提案が若干欠けている。

複数の既存技術を統合化す
る提案が過半欠けている又
はない。

5 ○

新工法採用の提案がある場合は優位に評価する。
技術提案、ヒアリング共に
新工法採用の極めて具体的
な提案がある。

新工法採用について十分な
提案がある。

新工法採用についての提案
が概ねある。

新工法採用の提案が若干欠
けている。

新工法採用の提案が過半欠
けている又はない。

5 ○

※
評
価
テ
ー

マ

２

注）

選択項目（評価のウエイトが５点）の場合は、評価点をそれぞれ半分（５点満点）とする。

属紙

的確性、実現性、独創性について上記を準用する。

※は、評価テーマを１つに設定した場合は選択しない。 必須：◎
選択：○

ヒアリングを行う場合は、ヒアリング内容を含めて評価する。

技術提案及び実施方針等の評価の考え方

※
全
体

評価テーマ
間の整合性

評
価
テ
ー

マ
１

的確性

実現性

独創性

業務の実施方
針・実施フ
ロー・工程計
画・その他

実施手順 

評価の着目点 必須・
選択

評
価
テ
ー

マ
に
対
す
る
技
術
提
案

評価のウ
エイト

評価点
評価項目

業務理解度



住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 殿

支出負担行為担当官

○○防衛局長　　○○　○○　印

入 札 公 告 日

業 務 名

　有・無 《有（条件付き）》

　この説明を求める場合は、　　  年  月  日までに契約担当部署へ、その旨を記載した書面（住所、会社
名、代表者名等記名押印のこと。）を提出して下さい。
注：《　》は、別紙の第３の８⑴のただし書の場合について記載する。

　　　　年　　月　　日

○○（○）○○○業務

　なお、競争参加資格がないと通知された場合は、当職に対して競争参加資格がないと認めた理由につい
ての説明を求めることができます。

競争参加資格の
有無 資格がないと認めた理由

又は条件

記

　先に申請のあった　　　　　　　　業務に係る競争参加資格について、下記のとおり確認したので、通
知します。

付紙様式第１

（用紙Ａ４版）

　　　　年　　月　　日

一般競争参加資格確認通知書



住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名 殿

支出負担行為担当官

○○防衛局長　　○○　○○　印

入 札 日

業 務 名

落 札 者

落 札 金 額

評 価 値

備 考

（株）○○設計事務所

○○○円

○○.○○○

　落札しなかった理由について説明を求める場合は、　　○年○月○日１７時までに、
その旨を記した書面（様式自由）を○○防衛局契約課まで持参してください。なお、郵
送等による提出は認めません。

　　　　年　　月　　日

○○（○）○○○業務

記

　先に行った　　　　　　　　業務の一般競争入札について、下記の者を落札者として決定したので通知
します。

付紙様式第２

（用紙Ａ４版）

　　　　年　　月　　日

入札結果通知書



付紙様式第３

１　入札・契約状況

業務の名称

入札方式

入札日 履行場所

契約金額 （￥ (税込)(￥ (税抜))

予定価格 （￥ (税込)(￥ (税抜))

調査基準価格 （￥ (税込)(￥ (税抜))

入札金額は、入札者が見積もった契約希望金額の○○○分【100+消費税及び地方消費税とを合わせた税率を記載する。】の100に相当する金額である。

注　1　「入札金額」欄には、消費税抜きの金額を記載する（単位：円）。

　　2　「契約金額」、「予定価格」及び「調査基準価格」欄には、税込価格と税抜価格をそれぞれ記載する。（単位：円）

　　4　上記入札金額は、入札者が見積もった契約希望金額の○○○分【100+消費税及び地方消費税とを合わせた税率を記載する。】の100に相当する金額である。

　　5　技術評価点(A)及び価格評価点(B)は、小数点以下第４位を切り捨てて表示する。

【】は注意点を示しているので、本信には記載しない。

　　3　「備考」欄には、落札した場合は「落札」、見積り合わせを行い契約の相手方を決定した場合に「決定」、低入札価格調査を実施した場合には
     「低入札価格調査実施」と記載する。

価格と技術等の割合 ○：○

契約業者名
名称等

住　所

履行期間

評価値
（A＋B）

入札金額

技術
評価点
（A）

備    考
入札金額

価格
評価点
（B）

第１回入札

価格
評価点
（B）

評価値
（A＋B）

業　　者　　名
（商号又は名称）

法人番号

入札・契約状況調書（複数枚の場合「１／○」）

業務内容

第２回入札



付紙様式第４

業務の名称：

a b c d e 60*(f/g)

g

注１　入札を辞退した者、入札が無効となった者又は予定価格を超過した者の評価点の内訳は、技術評価点の内訳についてのみ記載する。

　２　総合評価落札方式の種類に応じて、適宜表を修正する。

企業の実績及び
能力

予定技術者の経
験及び能力

技術評価の配点

業　　者　　名
（商号又は名称等） 備    考履行確実性度 技術評価点(A)

技術評価の得点
合計

評価テーマに対
する技術提案

f=(a+b+c+d)*e

業務の実施方
針・実施フ
ロー・工程計
画・その他

技術評価点の内訳

評価点の内訳



住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名 殿

支出負担行為担当官

○○防衛局長　　○○　○○　印

（例）評価テーマについて （例）業務目的に反する記述となっていたため無効とした。

（例）ヒアリングについて （例）ヒアリングに対する回答が著しく不適切であったため無効とした。

記

評 価 項 目 入札無効とした理由

（例）実施方針等について （例）評価テーマとの整合性が図られていないため無効とした。

付紙様式第５

（用紙Ａ４版）

　　　　年　　月　　日

入札無効通知書

　　　○年○月○日付けで貴社から提出された、　　　　　　　　　　業務に係る技術提案について、審
議の結果、下記の理由により入札を無効としたことを通知します。
　なお、　　○年○月○日までに、書面により、当職に対して非落札理由について説明を求めることがで
きます。



（必要に応じて設定する）

（必要に応じて設定する）

※７日

１０日

注１：※は、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。
注２：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることができるものとする。
注３：競争参加者が複数者となることを考慮し、ヒアリング日程が組めるよう余裕を持った日程とすること。

３日程度

競争参加資格の審査

７２日以内

付図第１

総合評価落札方式の実施手順及び標準的日数（官報公告有・ヒアリング有）

学識経験者への意見聴取

競争参加資格・指名審査委員会

１０～１５日程度

学識経験者への意見聴取

※７日

１０日

競争参加資格がない理
由の説明要求

説明要求に係る回答

技術提案書の評価

入札書の提出期限

入札執行（開札）

１５～２０日程度

級別の格付を受けていない者も申請書等を提出す
ることはできるが、その者が入札に参加するため
には、開札日までに級別の格付を受けていること

申請書等の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の審査

競争参加資格・指名審査委員会

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の要件等の設定

競争参加資格の要件等の設定

入札公告（官報・庁舎内・HP)
入札説明書の交付開始

競争参加資格確認通知書の送付

説明要求に係る回答

落札決定

契約締結 非落札理由の説明要求

落札者の官報公示

２０～３０日程度

ヒアリング

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）

競争参加資格・指名審査委員会
技術提案書の評価



（必要に応じて設定する）

（必要に応じて設定する）

注１：※は、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。
注２：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることができるものとする。

７２日以内

※７日

１０日
１５～２０日程度

※７日

３日程度

申請書等の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の審査

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の審査

競争参加資格確認通知書の送付

競争参加資格がない理
由の説明要求

説明要求に係る回答入札書の提出期限

１０日

落札者の官報公示 説明要求に係る回答

落札決定

契約締結 非落札理由の説明要求

入札執行（開札）

付図第２

総合評価落札方式の実施手順及び標準的日数（官報公告有・ヒアリング無）

学識経験者への意見聴取

競争参加資格・指名審査委員会

１５～２０日程度

学識経験者への意見聴取

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の要件等の設定

競争参加資格の要件等の設定

入札公告（官報・庁舎内・HP)
入札説明書の交付開始

１５～２０日程度

級別の格付を受けていない者も申請書等を提出す
ることはできるが、その者が入札に参加するため
には、開札日までに級別の格付を受けていること



（必要に応じて設定する）

（必要に応じて設定する）

注１：※は、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。
注２：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることができるものとする。
注３：競争参加者が複数者となることを考慮し、ヒアリング日程が組めるよう余裕を持った日程とすること。

※５日

５日

競争参加資格がない理
由の説明要求

説明要求に係る回答

技術提案書の評価

付図第３

総合評価落札方式の実施手順及び標準的日数（官報公告無・ヒアリング有）

学識経験者への意見聴取

競争参加資格・指名審査委員会

１０～１５日程度

説明要求に係る回答

落札決定

契約締結 非落札理由の説明要求

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の要件等の設定

競争参加資格の要件等の設定

入札公告（庁舎内・HP)
入札説明書の交付開始

学識経験者への意見聴取

入札書の提出期限

入札執行（開札）

※５日

５日

１５～２０日程度

級別の格付を受けていない者も申請書等を提出す
ることはできるが、その者が入札に参加するため
には、開札日までに級別の格付を受けていること

３日程度

申請書等の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の審査

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の審査

ヒアリング

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）

競争参加資格・指名審査委員会
技術提案書の評価

競争参加資格確認通知書の送付

２０～３０日程度



（必要に応じて設定する）

（必要に応じて設定する）

注１：※は、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。
注２：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることができるものとする。

付図第４

総合評価落札方式の実施手順及び標準的日数（官報公告無・ヒアリング無）

学識経験者への意見聴取

競争参加資格・指名審査委員会

１０～２０日程度

学識経験者への意見聴取

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の要件等の設定

競争参加資格の要件等の設定

入札公告（庁舎内・HP)
入札説明書の交付開始

※５日

５日

競争参加資格がない理
由の説明要求

説明要求に係る回答

１５～２０日程度

入札書の提出期限

説明要求に係る回答

落札決定

契約締結 非落札理由の説明要求

１０～２０日程度

級別の格付を受けていない者も申請書等を提出す
ることはできるが、その者が入札に参加するため
には、開札日までに級別の格付を受けていること

３日程度

申請書等の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の審査

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の審査

入札執行（開札）

競争参加資格確認通知書の送付

５日

※５日



注１：※は、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。
注２：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることができるものとする。

非落札理由の説明要求

競争参加資格の要件等の設定

１０日

落札者の官報公示

１５～２０日程度

級別の格付を受けていない者も申請書等を提出す
ることはできるが、その者が入札に参加するため
には、開札日までに級別の格付を受けていること

３日程度

申請書等の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の審査

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の審査

競争参加資格確認通知書の送付

入札説明書の交付開始

説明要求に係る回答

落札決定

契約締結

入札公告（官報・庁舎内・HP)

入札執行（開札）

７２日以内

付図第５

価格競争方式の実施手順及び標準的日数（官報公告有）

競争参加資格・指名審査委員会

１０～１５日程度

※７日

１０日

競争参加資格がない理
由の説明要求

説明要求に係る回答

１５～２０日程度

※７日

入札書の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の要件等の設定



注１：※は、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。
注２：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることができるものとする。

付図第６

価格競争方式の実施手順及び標準的日数（官報公告無）

競争参加資格・指名審査委員会

１０～１５日程度

※５日

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の要件等の設定

競争参加資格の要件等の設定

入札公告（庁舎内・HP)
入札説明書の交付開始

５日

競争参加資格がない理
由の説明要求

説明要求に係る回答

１５～２０日程度

入札書の提出期限

説明要求に係る回答

落札決定

契約締結 非落札理由の説明要求

１０～２０日程度

級別の格付を受けていない者も申請書等を提出す
ることはできるが、その者が入札に参加するため
には、開札日までに級別の格付を受けていること

３日程度

申請書等の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）
競争参加資格の審査

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の審査

入札執行（開札）

競争参加資格確認通知書の送付

５日

※５日


